












































































































































































































































































































































の Job Rotation を行っていないと全体としての作業そのものが成立しない。
逆に，すごく広く（あいまいに？）規定されていれば，ジョブのなかでの作業（タスク）の
シフトになり，ローテーションの必要はない。このケースでは，報酬が「職務給」といっても，
事実上「職能給」になっていかざるをえない。多くのタスクをこなす人と一つのタスクしかこ
なせない人の報酬を同じにすることは，できないであろう（もっとも単純な職務給ではそう
なっているが。）高度な仕事の報酬を単純な職務給で支払うと効率・公平どちらからも長続き
しない。
このように仕事内容あるいはスキルをとらえていくと，「ジョブ型」vs「メンバーシップ型」
という図式は無意味である。日本の職場で「ジョブ」が他国よりあいまいだと示す証拠は，少
なくともホワイトカラーにはない。研究蓄積のあるブルーカラー以外の労働者の仕事内容を
ベースにした国際比較の証拠がないためである。
報酬を完全に「成果」ベースにするのであれば，多能工化やジョブ・ローテーションの議論
の多くは消える。というより完全に「成果」に基づいて支払われていれば，正規・非正規の区
分の意味はほとんどなくなるであろう。
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５　高齢者非正規について
さいごに，いわゆる「非正規」のなかで増えてきた高齢者について少しだけ触れたい。嘱託
＝再雇用者（継続勤続者）について考えると，ほとんど嘱託から正規への移行は考えていない。
企業も本人もである。
再雇用者は，嘱託契約社員とアルバイト・パート（JILPT 2015年調査）では，60代前半層で
前者が60.7％，後者が21.7％，正社員は34.2％（複数回答）存在する。
今野（いまの）浩一郎氏による「一国二制度」論（今野 2012，今野 2014）を考えよう。一
つの企業のなかに正社員と嘱託（再雇用者）の２つの雇用区分があることを比喩的に論じてい
る。たしかに「一国二制度」から「一国一制度」への議論は掘り下げるべきだが，議論の糸口
をつかむことは困難のようにみえる。そもそも「一国複数制度」が成立している理論的根拠は
何かが自明ではない。今野氏のいう「福祉的雇用」のケースは，戦力化していないわけだから，
無駄だと知りながら抱え込んでいるということで説明できるが，戦力化したのちも「一国複数
制度」つまり異なる雇用区分で処遇する根拠，少なくとも理屈が必要とされる。
本論文の冒頭において，三谷（2019）による国際比較から，他国は若年者と低学歴者に非正
規が多いのに対し，わが国は，女性と高齢者に，とびぬけて多いことをみた。既婚女性パート
に対しては多くの研究そして提言がある。しかし，高齢者については「非正規」から「正規」
への転換（志向）とは違った視角から OJTをとらえる必要があるだろう。これからますます
重要になると思われる仕事表において，嘱託＝高齢者の氏名も当然加え，後輩に「教える」こ
とに重点をおいた仕事の分担をおこなうのが現実的である。「教える」ことができるのは高度
なスキルゆえ，ふつうにいえば報酬は高くすべきである。しかし現実は全く逆になっている
（いそうだ）から，スキルと全く異なる処遇から段階的にスキルに近づけていくことになるの
だろうか。
繰り返しになるが，いずれにしろ非正規から正規への転換を論ずる場合，どの「非正規」の
雇用形態の話なのか，そして対象とする労働者の属性の違いに留意する必要がある。
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